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養父市氷ノ山国際スキー場指定管理者募集要項（指名型） 

 

 養父市氷ノ山国際スキー場の指定管理者（管理運営を実施する団体）を募集します。 

 

１ 対象施設の概要 

① 名称 

養父市氷ノ山国際スキー場 

② 所在地 

兵庫県養父市奈良尾 509番地 

③ 施設及び備品の概要 

   別紙のとおり 

④ 設置目的 

養父市の豊かな森林資源を有効活用し、スポーツ、レクリエーション及び地域産業の振興

を図るため。 

 

２ 指定期間 

    令和６年８月１日から令和９年７月 31日までの３年間とします。 

    なお、期間満了後は、市との協議の上再指定することを可能とします。 

 

３ 指定管理者が管理する施設の管理基準・業務の範囲 
 
（１）管理基準 

養父市氷ノ山国際スキー場設置及び管理条例、同規則に基づく現行管理基準は次のとおりで

す。また、施設の利用時間や休業日については指定管理者の創意工夫に基づく積極的な提案を

求めています。 

   ① 利用期間 

      ４月１日から翌年３月 31日までとします。 

      ただし、令和６年度は８月１日から翌年３月３１日までとし、令和９年度は４月１日から７月３１日

までとします。 

② 使用時間 

午前８時 30分から午後５時までとします。 

ただし、所定の手続を経て、使用時間の変更をすることができます。 

③ 臨時休業日 

下記の事由による場合は、事前に市の承認を得た上で、施設の一部の利用を制限し又は施設

全部を休業することができます。 

・気象条件等により利用者に危険が及ぶ恐れがある場合 

・各種設備機器等の保守点検、修繕を行う場合 

・その他、指定管理者に合理的な理由がある場合 

④ 目的外使用について 

指定管理者が当該施設に利用者の利便を図るなどの理由により、自動販売機等の設置を行

う場合、その他、施設の設置目的又は用途以外に施設を使用するときは、事前に市と協議を行

い、目的外使用の許可を得るものとします。 
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その他、指定管理者以外の者から目的外使用許可の申請があった場合については、速やか

に市へ引き継いでください。 

⑤ 業務の実施を通じて知り得た情報（守秘義務） 

指定管理者、もしくは本業務の全部又は一部に従事する職員は、本業務の実施によって知り得

た秘密及び市の行政事務等で一般に公開されていない事項を外部に漏らし、又は他の目的に使

用することはできません。また、指定管理者の事業期間が満了し、または事業契約が取り消され、

もしくは従事者の職務を退いた後においても同様とします。 

   ⑥ 災害発生時の指定管理者の対応について 

・災害が発生した場合は施設利用者の避難誘導等安全の確保に努めること。 

・施設の管理保全に努めるとともに、被害拡大の防止を図ること。 

・施設及び周辺の状況を把握し速やかに市に報告すること。 

 

（２）業務の範囲 

養父市氷ノ山国際スキー場設置及び管理条例、同規則に基づく指定管理者の業務の範囲は次

のとおりです。 

   ① 条例第３条に規定する業務 

        ・ スポーツ及びレクリエーションのための施設の利用に関すること。 

・ 教育文化の向上のための施設の利用に関すること。 

・ 前２号に掲げるもののほか、スキー場の目的を達成するために必要な業務。 

② 条例第８条に規定する業務 

・ スキー場の利用及びその制限に関する業務。 

・ スキー場の利用に係る料金（以下「利用料金」という。）に関する業務。 

・ スキー場の維持管理に関する業務農村公園の利用及びその制限に関する業務。 

③ その他施設の管理上又は施設の設置の目的を達成するため市が必要と認める業務 

 

（３）具体的業務内容 

   ① 指定管理者は、養父市氷ノ山国際スキー場設置及び管理条例、同施行規則に従い、当施設の

利用受付業務を行います。 

② 指定管理者は、養父市氷ノ山国際スキー場設置及び管理条例及び同施行規則に従い、利用

の許可を行い、定められた施設利用料等を徴収します。 

③ 指定管理者は、利用の許可を受けた利用者に対し、施設及び付帯する設備、備品等を貸し出

します。 

④ 指定管理者は、電話等での各種問合せへの対応を行うとともに、施設利用者に対して必要な対

応を行います。 

⑤ 指定管理者は、施設利用者に対して施設利用方法等の案内を行います。 

⑥ 施設不具合や施設利用に対する意見、要望などへの対応を行います。 

⑦ 施設内での拾得物を管理し、必要な場合には警察に届けます。 

⑧ 指定管理者は、催事情報等を知らせる案内表示を行い、施設情報を利用者に提供します。また、

情報発信地として関係施設等のパンフレット類を設置し利用者の利便に供します。 

⑨ 近隣施設、団体等と連携した施設運営を行います。 

 

（４）管理運営費用について 
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指定管理者が実施するリフト整備等の整備費については指定管理料から支出することとし、管理

運営経費については利用料金、その他の収入から支出することになります。 

① 施設及び備品の修繕 

指定管理者が全て負担するものとします。ただし、１件当たりの見積金額が500千円以上の修

繕は市が負担することとします。なお、１件とは複数の修繕箇所があっても、同一の事由により同

時に発生したと判断できるものも含めます。 

② 備品の扱い 

・ 市は事業期間中において、指定管理者に当施設の備品を無償で貸与します。 

・ 指定管理者は、事業期間中、備品を常に良好な状態で管理してください。指定管理者の

故意又は過失により備品が利用できなくなった場合は、指定管理者の負担で当該備品の

処分及び同等備品を再調達することとします。 

・ 備品が経年劣化等により利用に供することができなくなった場合、市と協議の上、必要に

応じて市が同等備品を購入します。なお、市が認めた場合は指定管理者が購入することも

可能とし、この場合は指定管理者に帰属するものとします。 

・ 指定管理者は、施設の管理運営上、必要があると認められる備品について、市と協議の

上、備品を購入することができます。この場合、指定管理者に帰属するものとします。 

③ その他市が費用負担するもの 

・ 建物共済保険 

・ 施設借地料 

 

（５）業務の再委託の制限 

指定管理者は、業務全部又は業務の主たる部分を第三者に委託することはできません。また、

その他一部の業務の再委託については、事前に市長の承認を得なければなりません。 

 

４ 要求水準 

指定管理者は、施設を有効かつ効率的に活用し、質の高いサービスを提供するものとします。ま

た、以下に示す要求水準は、市が指定管理者に要求するサービス水準並びに具体的な指針を示

すものであり、市が要求するサービスの最低水準です。 

指定管理者は、要求水準として具体的な仕様のある内容について、これを遵守して提案を行うも

のとし、利用者の意見及び要望等を適切に管理運営に反映し、新たな事業を展開するなどサービス

の向上に努めるものとします。また、要求水準として具体的な特記仕様が規定されていない内容に

ついては、積極的に創意工夫を発揮した提案を行うものとします。 

 

（１）事業運営業務及び施設の達成目標 

指定管理者が行う運営業務の達成目標は、次のとおりとします。 

項  目 内   容 目標数値 

地域貢献 

◆市民の雇用確保 

本業務に係る新たな雇用に占める市民の割合 
80％ 

◆地域との連携 

 地域住民や地域団体と連携した事業の実施回数 
１回以上 

施設の活用 ◆施設利用者数の確保 25,000人 
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 施設利用延べ人数 

 

（２）運営業務体制・維持管理業務 

指定管理者は、管理運営業務を適正に実施するため適正な職員を配置し、職員の勤務形態は

当施設の運営に支障がないように定めるものとします。 

① 運営業務の全体を総合的に把握するとともに、業務の調整を行う総括責任者を配置することとし

ます。 

② 施設の管理運営に必要な資格を有する者を置くこととします。 

③ 各業務の責任体制を確立し、業務の開始前に市に届け出ることとします。また、責任体制を変更

した場合も同様とします。 

④ 各業務において責任者を配置し、業務を把握することとします。ただし、各業務の責任者の常駐

は不要であり、また、総括責任者または各業務の責任者は兼務することも可とします。 

（施設営業時間中においては、総括責任者又は業務の責任者が１人以上常駐することを想定しま

す。） 

   ⑤ 職員に対し、研修を実施し運営業務の遂行に必要な知識と技術の習得に努めることとします。 

⑥ 施設は常に清潔に保ち、衛生環境に配慮することとします。 

⑦ 利用者対応は、迅速かつ親切で的確な対応を行うこととし、身体障害者・高齢者等に対しては

十分な配慮を行うこととします。 

 

（３）提出書類 

① 指定管理者は、毎年度の運営業務の実施に先立ち、毎年３月１０日までに実施体制、実施工程

等必要な事項を記載した事業計画書を市に提出し、市の承認を得てください。なお、事業計画書

の書式及び記載内容は、市と協議・調整の上、決定するものとします。 

② 指定管理者は、半期毎に業務報告書を作成し、該当半期終了後１０日以内に市に提出してくだ

さい。また、各年度の終了後１か月以内に事業報告書を市に提出してください。 

③ 指定管理者は、毎日、日報を作成し、毎月、利用状況報告書と併せて市に提出してください。な

お、報告書及び事業報告書、利用状況報告書の書式及び記載内容は、市と協議・調整の上、決

定するものとします。 

 

（４）セルフモニタリング 

指定管理者は、施設利用者からの意見・要望の聴取を行うなど、施設運営への利用者ニーズの

反映に努めてください。また、施設の適切かつ良好な管理運営及びサービス向上の観点から、セ

ルフモニタリングを実施するとともに自己評価を行い、その報告書を毎月の利用状況報告書と併せ

て市に提出してください。 

 

（５）その他、業務に付随する事項 

① 市は指定管理者に対して、運営期間中、当施設の運営業務について、随時その説明を求め、

また、当施設においてその運営状況を事業者立会の上で確認することができます。また、指定管

理者は、管理運営状況その他についての説明及び市による確認の実施について、最大限の協

力を行うものとします。 

② 前項に規定する説明又は確認の結果、運営状況が事業計画書の内容を逸脱していることが判
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明した場合、市は事業者に対してその是正を勧告するものとします。この場合、勧告後速やかに

対応を行った後、１０日以内に事業者は市に対して当該勧告に対する対応状況を報告してくださ

い。 

 

（６）急病等への対応 

   指定管理者は、当施設の利用者等の急な病気、けが等にも対応できるよう、救急薬品等を備える

とともに近隣の医療機関等と連携し、緊急時には的確な対応を行ってください。また、ＡＥＤ（自動

体外式除細動器）について、必要時に対応できるように使い方等をマスターしてください。 

 

（７）緊急事態への対応 

指定管理者は、自然災害、人為災害、事故等のあらゆる非常事態に備え、あらかじめ緊急事対応

マニュアルを作成し市に報告するとともに職員を指導してください。 

   

（８）市への報告と市からの指示 

 指定管理者は、次の各号に該当する場合は、速やかに市に報告するとともに、その指示に従って

ください。 

① 災害その他の事故により、負傷者等が発生したとき。 

② 災害その他の事故により、施設にかかる市の財産に支障が生じたとき。 

③ 施設の利用を中止する必要が生じたとき。 

④ その他業務実施上、不測の事態が生じたとき。 

 

（９）引継ぎ事務 

指名型のため省略 

 

５ リスク分担及び賠償責任保険の加入について 

協定締結にあたり、市が想定する主なリスク分担の方針は以下のとおりです。また、これらは、帰

責事由の所在が不明確になりやすい主なリスクについて、その方針を示したものであり、下記事項

以外や疑義が生じた場合は双方の協議によるものとします。 

     （負担者側に ○ ） 

No 種  類 リスクの内容 
負 担 者 

市 指定管理者 

１ 物価 物価変動による人件費、物品等経費の増  ○ 

２ 金利 金利の変動による経費の増  ○ 

３ 
施設・設備・備品等の

損傷 

１件あたりの見積金額（消費税込額）が 50万円未満の施設の維持修繕  ○ 

経年劣化によるもので上記以外のもの 協 議 

指定管理者の管理上における瑕疵及び指定管理者の責めに帰すべき
事由による施設・設備・物品等の損傷 

 ○ 

上記以外の施設・設備・物品等の損傷 協 議 

４ 資料等の損傷 

指定管理者としての注意義務を怠ったことによるもの  ○ 

第三者の行為から生じた極めて小規模なもので相手方が特定できないも
の 

 ○ 

第三者の行為から生じた上記以外のもので相手方が特定できないもの ○  
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５ 債務不履行 
市が協定内容を不履行 ○  

指定管理者が業務及び協定内容を不履行  ○ 

６ 要求水準不適合 協定により定めた管理運営サービスの要求水準に不適合  ○ 

７ 書類の誤り 
仕様書等市が責任を持つ書類の誤りによるもの ○  

事業計画書等指定管理者が提案した内容の誤りによるもの     ○ 

８ 
管理運営上の事故等

に伴う損害賠償 

施設管理上の瑕疵による事故又は指定管理者の責めに帰すべき行為に
より利用者に損害を与えた場合又は臨時休業に伴う損害 

 

○ 

市が求債

権を行使 

騒音、振動、悪臭の発生等施設の管理上において周辺住民等第三者の
生活環境を阻害し損害を与えた場合 

 

○ 

市が求債

権を行使 

市側の要因により、施設の管理運営業務の継続に支障が生じた場合、又
は業務内容の変更を余儀なくされた場合の経費及びその後の維持管理
経費における当該事業による増加経費の負担 

○  

上記以外の場合 両者の協議による 

９ 不可抗力 
地震、台風等の自然災害、暴動等による業務の変更、中止、延期又は臨
時休業 

両者の協議による 

10 需用変動 
利用者数の変動等  ○ 

インフレ、デフレ、及び公共料金の変動  ○ 

11 計画変更 
市及び市議会での方針転換又は行政的理由により増加経費の負担 ○  

上記以外の場合  ○ 

12 運営費の上昇 
指定管理者側の要因による運営費用の増大  ○ 

市側の要因による運営費用の増大 ○  

13 施設の競合 競合施設による利用者減、収入減  ○ 

14 個人情報の保護 
指定管理者の責めに帰すべき事由により情報が漏えいし、又はこれに伴
い犯罪が発生 

 ○ 

15 事業終了時の費用 指定期間の満了又は期間中途における業務の廃止に伴う徴収費用  ○ 

※ 上記以外のことで疑義が生じた場合は、両者協議のうえ、定めるものとします。 

※ 指定管理者は、利用者の事故等に伴う損害賠償について必要な傷害保険及び賠償責任保険に加

入することとします。 

補償内容 

種  類 補償内容 

補償保険 

（ 身体賠償 ） 

・死亡 500万円  ・後遺障害 15～500万円 

・入院 2～30万円  ・通院 0.5～12万円 

賠償責任保険 

（ 身体・財物賠償 ） 

・身体賠償 １人につき２億円 

・財物賠償 １事故 1億円 

 

６ 関係法令等の遵守 

施設の管理運営にあたって、次に掲げる法令を遵守すること。 

① 地方自治法、同施行令ほか行政関係法令 

② 市の施設における指定管理者の指定手続等に関する条例、同施行規則 

③ 養父市氷ノ山国際スキー場設置及び管理条例、同施行規則 

④ 個人情報の保護に関する法律及び養父市個人情報の保護に関する法律施行条例、同条例

の施行に関する規則 
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⑤ 養父市情報公開条例、同施行規則 

⑥ その他関係法令等 

 

７ 利用料金及び指定管理料等に関する事項 

（１）利用料金制度 

本件は、地方自治法第２４４条の２第８項及び養父市氷ノ山国際スキー場設置及び管理条例第

９条の規定による利用料金制度を適用します。なお、利用料金の設定又は変更に当たっては、市

長の事前承認が必要となります。 

 

（2）指定管理料 

   ① 指定管理者は、指定管理料により、リフト整備等の整備を、適切かつ良好に行うものとします。 

② 指定管理料の支払い時期、金額及び支払方法等は、別途協定書で定めます。 

 

（3）自主事業等による収入 

指定管理者が行う自主事業については、その事業収入を指定管理者の収入とすることができま

す。 

 

（4）会計年度等 

会計年度は、毎年 4月 1日から翌年 3月 31日までを基準とします。 

 

８ 指定管理者の経理の方法 
 
（１）区別会計の独立 

指定管理者は、管理運営に係る経理事務を行うにあたり、自身の団体と独立した会計帳簿書類

及び経理規定を設けるとともに、施設の収支を明確にしてください。 

※ 指定管理者は、法人等にかかる市民税、事業を行う者にかかる事業所税、指定管理者が新たに設

置した資産にかかる固定資産税等の納税義務者となる可能性があるので、市と協議の上、市役所税

務課にお問い合わせください。なお、法人税・消費税等の国税については税務署、法人等にかかる

県民税・事業税等の県税については県税事務所へお問い合わせください。 

 

（２）管理口座 

経費及び収入は、原則団体自体の口座とは別の口座で管理してください。 

 

９ 申請手続等 
 
（１）申請書類等の提出方法 

事務局から書類を入手し、事務局へ直接提出もしくは郵送により提出してください。（FAX 等によ

る送付、受付はいたしません。） 

申請受付期間は、令和６年２月２日(金)から令和６年２月６日(火)までとします。また、募集要項等

の配布及び申請の受付時間は、午前９時から午後５時（令和６年２月３日(土)から令和６年２月４日

(日)までを除く）までとします。なお、一度提出された事業計画や管理運営費などの根幹に関わる

内容の変更は認めません。 
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（２）提出書類 

別紙「指定管理者指定申請にかかる必要書類一覧」及び「様式集」のとおりです。 

※ 原本 1部、副本 1部提出してください。 

※ 書類はすべてＡ４サイズで統一してください。 

※ 提出いただいた書類の返却はいたしません。 

※ 法人以外の団体にあたっては、相当する書類を提出してください。 

 

（３）申請資格 

申請資格は次の各号を全て満たすものとし、指定管理開始前及び開始後において、資格を失

効または取得できず、市が指定を取り消すことになる場合は、その損害の賠償を請求する場合があ

ります。 

①個人ではなく、法人その他の団体（以下「団体」という。）であること。 

②市と容易にかつ緊密に連携が可能な団体であること。 

③地方自治法施行令第１６７条の４及び養父市競争入札参加資格停止措置要領の規定に該当し

ない者であること。 

④会社更生法（平成１４年１２月１３日法律第１５４号）に基づき更生手続の申立てをしている者又は

民事再生法（平成１１年１２月２２日法律第２２５号）に基づき再生手続き開始の申立てをしている

者でないこと。 

⑤暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条に規定する暴力団・暴力団員でない

者であること。 

⑥国税及び地方税に滞納がない者であること。 

 

（4）質問の受付 

募集要項及び管理基準等の内容に関する質問を受付します。 

① 受付期間  令和６年２月２日(金)から令和６年２月６日（火)まで 

② 受付方法  指定管理者質問票(様式８)に必要事項を記入の上、ＥメールまたはＦＡＸにて提

出してください。（窓口および電話での質問には応じられません。） 

③ 回答方法  質問に対する回答は、申請書類を提出されたすべての団体にＥメールにて回答

いたします。なお、意見の表明と解されるもの、質問内容が不明瞭なもの等につ

いては回答しない場合がありますのでご了承ください。 

 

（5）指定管理者指定の申請にかかる留意事項 

① 指定管理者の申請にあっては、条例及び施行規則を熟知した上で申請してください。 

② 申請書類等に虚偽の記載があった場合には失格となる場合があります。 

③ 申請にかかる経費は、全て申請者の負担とします。 

④ 申請者名、申請者数、申請者から提出された書類は、申請受付期間中は非公開とし、提出さ

れた事業計画書や管理運営費などの根幹にかかわる書類の変更は原則として認めません。また、

申請者１団体につき、事業計画書は１組とします。 

⑤ 提出された申請書類は、審査のため委員に配布することがあります。また、提出された申請書

類は、理由の如何を問わず返却しません。 

⑥ 市は、指定管理候補者に選定された団体の申請書類を議会審議の目的で養父市議会に提出

することができます。また、選定されなかった団体の申請書類は申請者の同意を得た範囲にお
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いて養父市議会に提出することがあります。これらの場合、市は申請書類等の全部又は一部を

無償で使用できるものとします。 

⑦ 選考部会及び事務局が必要と認める場合は、追加書類の提出を求める場合があります。 

⑧ 事務局が提供する資料は、申請にかかわる検討以外の目的で使用することを禁じます。また、こ

の検討の目的の範囲内であっても、市の了承を得ることなく第三者に対して、これを使用させたり、

又は内容を提示したりすることを禁じます。 

⑨ 申請者予定者及び申請者が選定委員会委員及び関係市職員と本件について正当な行為以

外で接触することを禁じます。 

⑩ 指定管理者が、協定の締結までに次の事項に該当するときは、その指定を取り消し、協定を締

結しないことがあります。 

・資金事情の悪化により、事業の履行が確実でないと認められるとき。 

・著しく社会的信用を損なう等、指定管理者としてふさわしくないと認められるとき。 

⑪ 指定管理期間開始日までに、人員の確保等ができず営業が困難な場合、指定を取り消すとと

もに損害賠償を請求する場合があります。 

 

１０ 指定管理者の審査・選定の方法 
 
（１）基本的な考え方 

指定管理者制度の趣旨や施設ごとの設置目的を十分に理解し、公正かつ適正な管理運営の下、

より効率的、効果的に管理運営を行うことができる指定管理者の候補者を選定します。       

 

（２）審査方法 

審査は、市職員で構成する選考部会（以下、「選考部会」という。）又は外部有識者を含めた本

件に係る指定管理者選定委員会において非公開で行います。 

提出された申請書の審査については、申請資格等に該当するかどうかを審査する第１次審査と

第１次審査を通過した申請者について、第２次審査を行います。 

 

（３）審査項目 

① 第１次審査（資格審査及び書類審査） 

次の審査項目について、「選考部会」が審査し、不適合であれば失格とします。 

審 査 項 目 適 ・ 否 

1 個人ではなく、法人その他の団体（以下「団体」という。）であること。 適 ・ 否 

2 市と容易にかつ緊密に連携が可能な団体であること。 適 ・ 否 

3 
地方自治法施行令第１６７条の４（昭和２２年政令第１６号）及び養父市競争入札参加資格停止
措置要領の規定に該当しない者であること。 

適 ・ 否 

4 
会社更生法（平成１４年１２月１３日法令第１５４号）に基づき更生手続きの申立をしている者又
は民事再生法（平成１１年１２月２２日法律第２２５号）に基づき再生手続き開始の申立をしてい
る者でないこと。 

適 ・ 否 

5 
暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条に規定する暴力団・暴力団員でない
者であること。 

適 ・ 否 

6 国税及び地方税に滞納がない者であること。 適 ・ 否 

7 申請資格に記載する管理運営に必要な資格を有する者を確保できること。 適 ・ 否 
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8 提出書類を満たしていること。募集要項の内容を満たしていること。 適 ・ 否 

※ 第２次審査以降、協定成立までに上記審査項目の不適合に該当した場合は、指定管理者としての資

格を喪失したものとします。 

 

② 第２次審査 

第１次審査を通過した申請者について、次の審査項目の観点から審査します。 

審査項目 内  容 配 点 

１ 基本的な考え方  

申請に至った経緯・動機
について 

募集の趣旨と団体の方針・メリットとの整合について ５ 

２５ 安定経営のコンセプト 現状認識と経営改善のポイントについて １５ 

環境への配慮について 国定公園内における環境への配慮について ５ 

２ 事業計画  

雇用の確保について 従業員確保の計画 １５ 

５０ 地域貢献について 

市民利用者確保の計画（公共施設としての役割）について １０ 

地域住民や地域団体と連携した事業の実施 １０ 

都市との交流について 養父市の魅力発信と交流人口増加への影響について １５ 

３ 管理業務 

人員体制等について 人員配置、雇用、資格者、研修体制等及び予算について ５ 

２５ 安全確保について 索道やコースなどの安全管理及び危機管理体制について １５ 

その他 個人情報保護、セルフモニタリング体制等 ５ 

計   １００ 

 

（４）採点方法及び選定基準 

① 本件の審査は、選定委員会設置規定に基づいて行います。 

② 採点は、各審査員が各評価項目を５段階評価し、その平均評価点が配点に応じて得点となり

ます（小数点２位以下四捨五入）。※〔数式〕平均評価点÷５×配点＝得点 

③ 選定基準は、合計点が 60点を超え、かつ、各評価項目の平均評価点が「2.5以上」とします。 

④ 別途、補足資料の提出を求める場合があります。 

 

（５）指定管理者候補選定 

選考部会又は選定委員会は第１次及び第２次審査の結果、指定管理者候補を選定し、市長に

よる指定管理者候補者の決定を受けます。 

 

（６）審査結果の通知 

審査結果通知は全申請団体へ郵送にて行います。なお、グループで申請した場合はグループ

の代表団体宛に郵送します。 

16



 - 11 - 

 

１１ 協定の締結 

指定管理者の選定後、指定管理業務に関し(仮)基本協定書を締結します。 

 

１２ スケジュール 

① 募集要項の公表・配布          令和６年２月２日(金) 

② 申請書類の受付期間           令和６年２月２日(金)～令和６年２月６日（火) 

③ 第一次審査（資格審査等）        令和６年２月８日(木) 

④ 第二次審査（提案内容等の審査）  令和６年２月８日（木) 

⑤ 候補者選定結果の通知・公表     令和６年２月中旬 

⑥ 基本協定の(仮)締結            令和６年２月中旬 

⑦ 市議会へ指定議案を上程        令和６年３月上旬 

⑧ 指定の通知                 令和６年３月下旬（議会議決後） 

⑨ 年度協定の締結、業務開始       令和６年８月１日 

※ 都合により、スケジュールを変更する場合があります。 

 

１３ その他注意事項等 

（１）モニタリング 

市は、施設の効率的・効果的な管理運営及びサービス向上の観点から、定期的に書類や現場の

モニタリングを実施し、指定管理者が管理の基準や事業計画に示された業務などにおいて、基準を

満たしていないと判断した場合、改善措置を講ずる等の指導を行います。 

 

（２）指定の取消し等 

市長は、指定管理者が次の各号のいずれかに該当すると認めたときは、指定管理者の設定を取

り消し、又は業務の全部もしくは一部を停止させ、支払った経費の全部もしくは一部の返還及びこ

れにより生じた損害の賠償を命じることができます。 

① 関係法令、条例、規則、本要項又は協定に基づく養父市長の指示に従わないとき。 

② 関係法令、条例、規則、本要項又は協定に違反したとき。 

③ 指定管理者として指定を受ける際の申請資格に不適合となったとき。 

④ 指定管理者の経営状況が著しく悪化するなど、公の施設の管理に重大な支障が生じるおそれ

があるとき。 

⑤ 市が実施するモニタリングの結果、地域振興の目的基準に満たない場合、また、指定管理者

の業務が本要項に規定した内容、並びに協定基準を満たさないと判断した場合、是正勧告を行

い、同勧告を行っても改善がみられない場合。 

 

（３）事業の継続が困難となった場合 

協定の解釈について疑義が生じた場合又は協定に定めない事象が生じた場合、市と指定管理

者は誠意をもって協議するものとします。 

① 指定管理者の責に帰すべき事由により事業の継続が困難となった場合の措置 

指定管理者の責に帰すべき事由により事業の継続が困難となった場合は、市は指定の取消

しができるものとします。 

なお、指定を取り消される指定管理者は次期指定管理者が円滑かつ支障なく施設の管理運
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営業務を遂行できるよう、引継ぎを行うものとします。また、指定を取り消される指定管理者が次

期指定管理者に対する引継ぎを適切に行わない事由により、市に負担が生じた場合は、その負

担分は取り消しを受ける指定管理者に対して求償するものとします。 

② その他の理由により事業の継続が困難となった場合 

災害やその他の不可抗力等、市及び指定管理者双方の責めに帰す事ができない事由により、

業務の継続が困難になった場合は、事業の継続の可否について協議するものとし、一定期間内

に協議が整わないときには、それぞれ事前に書面により通知することにより協定を解除できるも

のとします。 

なお、次期指定管理者が円滑かつ支障なく、施設の管理運営業務を遂行できるよう引継ぎを

行うものとします。 

 

（４）立ち入り検査 

市は指定管理者に対して、業務又は経理の状況に関して報告を求め、実地について調査又は

必要な指示を行います。 

また、養父市監査委員は、指定管理者に対して、出納その他の事務の執行に関して監査するこ

とができます。 

 

（５）注意事項 

① 施設が公の施設であることを常に念頭において、公平な運営を行うこととし、特定の団体及び

個人に有利又は不利となる運営をしないこと。 

② 市民、関係団体、官公庁等と連携を図った事業運営を行うこと。 

③ 地域の振興、活性化に資するような運用に配慮すること。 

④ 市の条例及び規則に準拠した情報公開及び個人情報保護に関する規定を定め、従業員に周

知徹底すること。 

⑤ 緊急対応、防犯対策など危機管理マニュアルを作成し、従業員に周知徹底すること。 

⑥ 指定管理者が施設の管理運営にかかる各種規定を作成するときは、養父市と協議して行うこ

と。 

⑦ 業務に必要な各種規定がないときは、市の諸規定に準じて、又はその趣旨に基づいて業務を

実施すること。 

⑧ 指定管理者は、この要項に規定するもののほか、指定管理者の業務の内容及び処理につい

て疑義が生じた場合は、市と協議のうえ決定するものとする。 

⑨ 市の政策、施策、事業には協力すること。 

⑩ 従業員が基本的人権について正しい認識をもって業務の遂行ができるよう適切な研修を実施

すること。また、接遇や運営に必要な研修を随時実施すること。 

⑪ その他、要項及び仕様書に記載の無い事項については市と協議を行うこと。 

 

１４ 添付資料 

（１）指定管理者指定申請にかかる必要書類一覧 

（２）様式集 

① 養父市氷ノ山国際スキー場指定管理者指定申請書  （様式１） 

   ② 指定管理者指定申請書にかかる誓約書  (様式２) 

   ③ 団体概要書                   (様式３) 
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   ④ 指定管理に関する事業計画書 （様式４） 

   ⑤ 職員・従業員配置調書 （様式５） 

   ⑥ 個人情報保護や情報公開の取扱 (様式６) 

   ⑦ 指定管理者質問票 (様式８) 

 

１５ 問い合わせ先及び書類の提出先 

【事務局】養父市産業環境部 商工観光課 

〒667-0198 兵庫県養父市広谷 250番地１ 

電 話：079-664-0285 ／ FAX：079-664-2528 

E-mail：shoukoukankou@city.yabu.lg.jp 
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別紙 

１. 管理施設 

  ○滑走エリア ： 約２７ha（下山コースを含む。） 

  ○リフト 

№ リ フ ト 名 構 造 距 離 乗車数 備  考 

1 
氷ノ山国際 

旧ビギナーリフト 
単線循環式 351.17ｍ 1人 

 

2 
氷ノ山国際 

新ビギナーリフト 
単線循環式 394.83ｍ 2人 

 

3 
氷ノ山国際 

パノラマトリプルリフト 
単線循環式 813.55ｍ 3人 

 

4 
氷ノ山国際 

ロマンスリフト 
単線循環式 637.65ｍ 2人 

 

5 
氷ノ山国際 

チャレンジリフト 
単線循環式 427.46ｍ 1人 

 

6 ファミリーペアリフト 単線循環式 346.97ｍ 2人  

  ○建 物 

№ 建  物  名 構  造 延床面積 備  考 

1 管理棟（リフト基点基地） 鉄骨造２階建   86㎡  

2 休憩棟（ｾﾝﾄﾗﾙﾛｯｼﾞ逆水） 木造２階建  516㎡  

3 休憩棟（スマイルハウス） 木造平屋建  195㎡  

  ○駐車場 

№ 場    所 駐車台数 面  積 備   考 

1 登行リフト基点基地 約 65台   1,480㎡  

2 新登行リフト 約 430台   10,000㎡  

  ○降雪機 

№ 場    所 構  造 数  量 備   考 

1 パノラマゲレンデ内 手動式 16 機 20基まで設置可能 
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